
２ 林業信用保証勘定

（１）林業信用保証業務

（単位：百万円）
金　　額 金 　額

（資産の部） （負債の部）
Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債
　　　現金及び預金 868 　　　前受収益 157
　　　有価証券 2,150 　　　リース債務(短期) 14
　　　その他の流動資産 107 　　　引当金

　流動資産合計 3,125 　　　　賞与引当金 23
Ⅱ　固定資産 　　　　保証債務損失引当金 4,195
　１　有形固定資産 　　　政府事業交付金 17
　　　　建物 11 　　　その他の流動負債 38
　　　　　減価償却累計額 3  △ 　流動負債合計 4,444
　　　　土地 218 Ⅱ　固定負債
　　　　その他の有形固定資産 26       リース債務(長期) 2
　　　　　減価償却累計額 16  △  　　　長期前受収益 60
        有形固定資産合計 236 　　　引当金
　２　無形固定資産 14 　　　　退職給付引当金 534
　３　投資その他の資産 　　　　保証債務損失引当金 501
　　　　投資有価証券 14,463 　固定負債合計 1,097
　　　　敷金・保証金 7 Ⅲ　保証債務
　　　　求償権 11,370 　　　短期保証債務 35,261
　　　　　求償権償却引当金 10,637  △     　　　長期保証債務 5,168
        その他の資産 4 　保証債務合計 40,430
        投資その他の資産合計 15,207 45,970

　固定資産合計 15,456 （純資産の部）
Ⅲ　保証債務見返 Ⅰ　資本金
　　　　短期保証債務見返 35,261 　　　政府出資金 2,793
　　　　長期保証債務見返 5,168 　　　地方公共団体出資金 3,734

　保証債務見返合計 40,430 　　　民間出資金 3,496
　資本金合計 10,023

Ⅱ　利益剰余金
　　　積立金 2,776
　　　当期未処分利益 241
　　　（うち当期総利益） (241)

　利益剰余金合計 3,017
13,040

59,010 59,010

貸　　借　　対　　照　　表

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（平成20年3月31日現在）

負債合計

純資産合計
資産合計 負債純資産合計

（単位：百万円）
金　　額 金 　額

経常費用 経常収益
　事業費 　事業収入
　　保証事業費 　　保証事業収入
　　　求償権回収事業費 23 　　　保証料収入 329
　　　求償権償却引当金繰入 1,445 　　　違約金収入 5
　  受託費 　　　保証債務損失引当金戻入 930

受託事業費 0 　　　政府事業交付金収入 576
      事業費合計 1,468       事業収入計 1,841
　一般管理費 　運営費交付金収益 16
　　　人件費 280 　受託事業収入 2

直接業務費 65 　退職給付引当金戻入 5
管理業務費 64 　財務収益

　　　賞与引当金繰入 23 　　　受取利息 1
　　　減価償却費 20 　　　有価証券利息 283
      一般管理費合計 452 有価証券売却益 1
　財務費用 1 　　　財務収益計 285
　雑損 0 　雑益 6
　経常費用合計 1,921 　経常収益合計 2,155
経常利益 235
臨時損失 臨時利益

　償却債権取立益 6
　臨時損失合計 － 　臨時利益合計 6
当期純利益 241
当期総利益 241

科　　　　　　目 科　　　　　　目

損　　益　　計　　算　　書
（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）

１．業務の目的
林業者・木材卸売業者等が金融機関から林業経営資金、木材産業等高度化推進資金又は

林業・木材産業改善資金の借入れを受ける際に、その債務を保証することによって、資金

の融通の円滑化を図る。

２．業務の実績
ア．保証残高

代位弁済の履行及び既保証分の返済額が新規等保証増加額を上回ったことにより保証残

高は減少しており、平成１９年度の保証引受額は３９８億円（ほぼ同額）、保証残高は

４０４億円（９億円減）となった。

イ．代位弁済額・求償権回収額
平成１９年度の代位弁済額は、前年度に比べ３億円減の１９億円となっている。一方、

求償権回収額は、５億円（１億円増）となった。

３．財務諸表
（１）貸借対照表

（ア） 平成１９年度末における資産総額は５９０億１０百万円（１９億１６百万円減）であ

る。

主な内訳は、保証債務見返（負債科目の保証債務の見返りとして計上）４０４億３０

百万円（８億８６百万円減）、有価証券及び投資有価証券１６６億１３百万円（１３億

４百万円減）であり、代位弁済金の支払いのため減少した。

（イ） 負債総額は４５９億７０百万円（２１億５７百万円減）である。

主な内訳は、保証債務（保証債務残高）４０４億３０百万円（８億８６百万円減）、

保証債務損失引当金４６億９６百万円（９億３０百万円減）である。

（ウ） 純資産総額は１３０億４０百万円（２億４１百万円増）である。

主な内訳は、政府、地方公共団体及び民間からの出資金１００億２３百万円（増減な

し）、利益剰余金３０億１７百万円（２億４１百万円増）である。

（２）損益計算書
（ア） １９年度の経常費用は１９億２１百万円（４億１６百万円減）、経常収益は２１億

５５百万円（１３億１百万円減）で、この結果、当期総利益は２億４１百万円（８億

９２百万円減）となった。これについては、積立金として整理する。

（イ） この主な要因は、費用として、求償権償却引当金繰入額１４億４５百万円（２億８８

百万円減）及び一般管理費が４億５２百万円（３１百万円減）となったこと。また、収

益においては、保証残高の減少及び保証先区分の改善等により保証債務損失引当金戻入

が９億３０百万円（８億５百万円減）、保証料収入が３億２９百万円（１５百万円減）、

政府事業交付金収入が５億７６百万円（３億１４百万円減）及び財務収益が２億８５百

万円（６百万円減）となったことによる。

４．今後の取り組み
当期総利益２億４１百万円を計上したところであるが、保証残高の減少が続いているこ

とから、関係機関と連携した普及活動、アンケート調査等による保証利用者の意見聴取・

潜在的利用者等の意向把握により保証利用の促進を図る。また、財務内容の改善に資する

観点から、審査の厳格化及び求償権回収の向上を図る。



（２）林業等資金寄託業務

（単位：百万円）
金　　額 金 　額

（資産の部） （負債の部）
Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債
　　　現金及び預金 9 １年以内返済予定長期借入金 2,843
　　　有価証券 130 　流動負債合計 2,843

　流動資産合計 139 Ⅱ　固定負債
Ⅱ　固定資産 　　　長期借入金 10,703
　１　有形固定資産 － 　固定負債合計 10,703
　２　無形固定資産 － 13,546
　３　投資その他の資産 （純資産の部）
　　　　寄託金 35,583 Ⅰ　資本金

　固定資産合計 35,583 　　　政府出資金 22,175
　資本金合計 22,175

Ⅱ　利益剰余金
　　　積立金 0
　　　当期未処分利益 0
　　　（うち当期総利益） (0)

　利益剰余金合計 1
22,176

35,722 35,722

（平成20年3月31日現在）
貸　　借　　対　　照　　表

科　　　　　　目

負債純資産合計

科　　　　　　目

負債合計

純資産合計
資産合計

（単位：百万円）
金　　額 金 　額

経常費用 経常収益
　事業費 － 　事業収入 －
　一般管理費 　政府補給金収入 123
　　　人件費 － 　財務収益

直接業務費 0 　　　受取利息 0
管理業務費 － 　　　有価証券利息 0
賞与引当金繰入 － 　　　財務収益計 0
退職給付引当金繰入 － 　経常収益合計 123
減価償却費 －

      一般管理費合計 0
　財務費用 123
　経常費用合計 123
経常利益 0
臨時損失 － 臨時利益 －
当期純利益 0
当期総利益 0

損　　益　　計　　算　　書

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）

１．業務の目的
「林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措置法」に基づき、

農林漁業金融公庫（又は沖縄振興開発金融公庫）が、森林施業規模の集積等を促進するた

めの無利子の資金（森林整備活性化資金）を貸し付ける際の原資を同公庫に寄託する。

２．業務の実績
農林漁業金融公庫への平成１９年度の寄託額は３８億円であり、寄託残高は平成１９年

度末で３５６億円である。寄託金が充てられる森林整備活性化資金の平成１９年度の貸付

決定額は３８億円、年度末の貸付残高は３５５億円（３５億円増）となった。

３．財務諸表の説明
（１）貸借対照表

（ア） 平成１９年度末における資産総額は３５７億２２百万円（３５億７８百万円増）であ

る。

主な内訳は、農林漁業金融公庫への寄託金３５５億８３百万円（３５億３２百万円増）

である。

（イ） 負債総額は１３５億４６百万円（３５億７８百万円増）である。

内訳は、長期借入金（寄託原資として、民間金融機関からの借入額）１３５億４６百

万円（３５億７８百万円増）である。

（ウ） 純資産総額は２２１億７６百万円（ほぼ同額）である。

主な内訳は、政府出資金２２１億７５百万円（増減なし）である。

（２）損益計算書
（ア） １９年度の経常費用は１億２３百万円（４６百万円増）、経常収益は１億２３百万円

（４６百万円増）で、この結果、当期総利益は０百万円（ほぼ同額）となった。これに

ついては、積立金として整理する。

（イ） この主な要因は、費用として、長期借入金が増加したことにより支払利息が１億２３

百万円（４６百万円増）となったが、政府利子補給金（支払利子額と同額）が措置され

たことによる。

４．今後の取り組み
収支均衡している状況にあるが、経常経費の大半を占める支払利息について、引き続き

借入入札を実施し、減少に努める。また、寄託原資の調達については、後年度負担・政府

保証を抑制する観点から、計画的に民間金融機関からの借入方式から政府による出資方式

に移行することとしている。



（３）林業等資金貸付業務

（単位：百万円）
金　　額 金 　額

（資産の部） （負債の部）
Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債
　　　現金及び預金 5,386 　　　リース債務(短期) 0
　　　有価証券 8,196 　　　引当金
　　　短期貸付金 1,036 　　　　賞与引当金 4
　　　その他の流動資産 24 　　　その他の流動負債 6

　流動資産合計 14,642 　流動負債合計 11
Ⅱ　固定資産 Ⅱ　固定負債
　１　有形固定資産       リース債務(長期) 0
　　　　建物 1 　　　引当金
　　　　　減価償却累計額 0  △ 　　　　退職給付引当金 44
　　　　その他の有形固定資産 4 　固定負債合計 44
　　　　　減価償却累計額 2  △ 55
        有形固定資産合計 3 （純資産の部）
　２　無形固定資産 0 Ⅰ　資本金
　３　投資その他の資産 　　　政府出資金 17,056
　　　　投資有価証券 1,587 　資本金合計 17,056
　　　　長期貸付金 927 Ⅱ　利益剰余金
　　　　敷金・保証金 1 　　　積立金 6
        投資その他の資産合計 2,516 　　　当期未処分利益 44

　固定資産合計 2,519 　　　（うち当期総利益） (44)
　利益剰余金合計 49

17,106
17,161 17,161

負債合計

純資産合計
資産合計 負債純資産合計

貸　　借　　対　　照　　表

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（平成20年3月31日現在）

（単位：百万円）
金　　額 金 　額

経常費用 経常収益
　事業費 － 　事業収入
　一般管理費 　　貸付事業収入
　　　人件費 49 　　　貸付金利息 21

直接業務費 1       事業収入計 21
管理業務費 11 　退職給付引当金戻入 1

　　　賞与引当金繰入 4 　財務収益
　　　減価償却費 1 　　　受取利息 1
      一般管理費合計 66 　　　有価証券利息 87
　財務費用 0 　　　財務収益計 88
　経常費用合計 66 　雑益 0

　経常収益合計 110
経常利益 44
臨時損失 － 臨時利益 －
当期純利益 44
当期総利益 44

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（自　平成19年4月1日　至　平成20年3月31日）
損　　益　　計　　算　　書

１．業務の目的
木材の生産及び流通の合理化を促進し、木材供給の円滑化を図るため、木材の生産又は

流通を担う事業者が事業の合理化を促進するのに必要な資金（木材産業等高度化推進資金）

を融通するため、都道府県に資金を低利で貸付ける。（都道府県はこれに同額の資金を追

加して銀行等融資機関に低利で供給する。）

２．業務の実績
貸付業務に必要な出資金として１７１億円が措置されているが、平成１９年度末におけ

る貸付残高は２０億円で、１５１億円が未貸付となっているが、これは、低金利状況が続

いているため低利貸付のメリットが相対的に薄れていること、木材価格の低迷等により林

業経営が厳しいこと等により木材産業等高度化推進資金の貸付が低調になっているため、

当基金からの貸付も低調となっている。

なお、基金から都道府県に対する貸付金は、年度当初（４月１日）に貸付けて、年度

末（３月３１日）に償還される短期貸付金が大半である。従って、３月３１日時点では、

上記貸付残高のほかに年度末（３月３１日）に償還されて翌年度当初（４月１日）に貸

付けされる原資を現金及び預金として保有（５４億円）しているものであり、平成１９

年度のピーク貸付残高は７２億円である。

３．財務諸表の説明
（１）貸借対照表

（ア） 平成１９年度末における資産総額は１７１億６１百万円（３２百万円増）と前年度末

とほぼ同額である。

（イ） 負債総額は５５百万円（１２百万円減）である。

主な内訳は、退職給付引当金４４百万円（７百万円減）である。

（ウ） 純資産総額は１７１億６百万円（４４百万円増）である。

内訳は政府出資金１７０億５６百万円（増減なし）、利益剰余金４９百万円（４４百

万円増）である。

（２）損益計算書
（ア） １９年度の経常費用は６６百万円（７百万円減）、経常収益は１億１０百万円（２４

百万円増）で、この結果、当期総利益として４４百万円（３１百万円増）となった。こ

れについては、積立金として整理する。

（イ） この主な要因は、費用として、人員の減少等により人件費が４９百万円（５百万円減）

となったこと。また、収益においては、市中金利の上昇により貸付金利息が２１百万円

（１９百万円増）、財務収益が８８百万円（３０百万円増）であったことによる。

４．今後の取り組み
平成１７年２月の京都議定書の発効により、国内の森林の適正な整備、国産材の積極的

な活用が重点的な政策課題と位置付けられている中、引き続き、主務省、各都道府県及び

金融機関と綿密な連携を図るとともに、併せて経費の削減等に努める。


